
法人向けモバイル接続サービス契約約款　修正内容一覧

条項 【現】本文 【新】本文 改訂根拠

「SIMカード」

標準SIMカード

「SIMカード」

マルチカットSIMカード

「音声通話機能付きSIMカード」「消費税相当額」「自営端末機器」「ＭＮＰ」

に関する説明を追加

第6条

（当社との契約）

契約者は、本サービスを利用するにあたり、ワイヤレスデータ通信サービスの提供を受

けるため、当社の定める約款に基づき、本サービスの利用の終了により接続契約が解約

されることを了承します。現在の当社の定める約款は、Xiサービス契約約款です。な

お、契約者において特段の手続きは不要です。

契約者は、本サービスを利用するにあたり、ワイヤレスデータ通信サービスの提供を受

けるため、当社の定める約款に基づき、契約者と当社との間で接続契約が締結され、本

サービスの利用の終了により接続契約が解約されることを了承します。現在の当社の定

める約款は、Xiサービス契約約款です。なお、契約者において特段の手続きは不要で

す。

第10条

（付加サービスの提

供）

条項新設 契約者からの申し込みに対して、当社が承諾した場合、当社は、当該契約者に対して本

サービスと関連するオプションサービス（以下「付加サービス」といいます）を提供し

ます。付加サービスの種類、提供条件は別表に記載の通りとします。

２　付加サービスの提供は、本サービスの提供に関する契約の締結を前提とします。当

社は、契約者以外の方には付加サービスを提供しないものとし、理由の如何を問わず、

契約者に対する本サービスの提供を終了または一時中断する場合、付加サービスの提供

（端末補償、安心訪問サポートを除く）も終了または一時中断するものとします。

３　以下に定めるサービスは、当社以外の者（以下「提供者」といいます）が提供する

サービスであり、契約者が当該サービスを利用するためには、提供者との間で、別途契

約が必要になります。

<表追加>

音声SIM提供にともない、オプションサービスに関する記載を追加。

以下、旧第10条以降で、条項番号の振りなおしを実施。

第28条

（通話時間等の測定）

本サービスにかかるデータ通信量 等の測定方法は、次の通りとします。

(1) SMS機能を利用した文字メッセージの送信の回数は、当社（協定事業者又は又は携

帯電話事業携帯電話事業者を含みます。）の電気通信設備において、当社が別に定める

ところにより発信者の契約者回線からSMS機能を利用した文字メッセージの送信を示す

情報を受信した回数とし、当社（協定事業者当社（協定事業者又は又は携帯電話事業者

を含みます。）の機器により測定します。

(2) 契約契約者が使用したデータ通信量は、当社（協定事業者者が使用したデータ通信

量は、当社（協定事業者又は又は携帯電話事業者を含みます。）携帯電話事業者を含み

ます。）の機器により測定します。

(3) 前各号の定めにかかわらず、契約回線の故障等、通信の発信者又は着信者の責めに

帰すことのできない事由により通信を一時的に制限されたとき（第25条（通信利用の制

限）により通信を一時的に制限された場合は、その制限を通知したときとします。）

は、協定事業者事業者又は又は携帯電話事業者が別途定める規定による時間を通信時間

とします。

本サービスにかかる通話時間等の測定方法は、次の通りとします。

(1)通話時間は、発信者および着信者双方の契約回線等を接続して通話できる状態にし

た時刻（その通信が手動接続通信であって通信の相手を指定したものであるときは、そ

の指定した相手と通信することができる状態にした時刻とします）から起算し、発信者

または着信者による通話終了の信号を受けその通話をできない状態にした時刻までの経

過時間とし、当社（協定事業者または携帯電話事業者を含みます。）の機器により測定

します。

(2)SMS機能を利用した文字メッセージの送信の回数は、当社（協定事業者又は携帯電

話事業者を含みます。）の電気通信設備において、当社が別に定めるところにより発信

者の契約者回線からSMS機能を利用した文字メッセージの送信を示す情報を受信した回

数とし、当社（協定事業者又は携帯電話事業者を含みます。）の機器により測定しま

す。

(3)契約者が使用したデータ通信量は、当社（協定事業者又は携帯電話事業者を含みま

す。）の機器により測定します。

(4)前各号の定めにかかわらず、契約回線の故障等、通信の発信者又は着信者の責めに

帰すことのできない事由により通信を一時的に制限されたとき（第25条（通信利用の制

限）により通信を一時的に制限された場合は、その制限を通知したときとします。）

は、協定事業者又は携帯電話事業者が別途定める規定による時間を通信時間とします。

音声SIM提供にともなう修正。

第4条

（用語の定義）



条項 【現】本文 【新】本文 改訂根拠

第34条

（契約者の解約）

契約者が本契約を解約しようとするときは、解約する旨及び解約するサービスの種類等

を、当社が別途定める方法にて当社に通知することとします。

2　前項の通知は、解約しようとする日の 30 日前 まで に当社へ通知するものとしま

す。

契約者が本契約を解約しようとするときは、解約する旨及び解約するサービスの種類等

を、当社が別途定める方法にて当社に通知することとします。

2　前項の通知は、解約しようとする日の30日前までに当社へ通知するものとします。

3　第１項による解約は、契約者から解約の申入れが当社に到達した日をもって効力を

生じるものとします。この場合、契約者から当社に対してかかる通知にて指定した日を

もって、本サービスは解約となります。

4　契約者が、当社に対しＭＮＰによる転出を通知した場合は、本サービス契約の解約

を通知したものとみなされます。ＭＮＰによる転出の場合、本サービス契約の解約日

は、ＭＮＰ転出手続きの完了日とします。なお、ＭＮＰを実施するための予約番号の有

効期間内にＭＮＰが完了しなかった場合は、ＭＮＰの申込みの効力は失われるものとし

ます。

5　本サービスの解除日が暦月のいずれの日であるかにかかわらず、当該日の属する月

の月額料金の額は、１ヶ月分となります。

6　本契約が音声通話機能付きＳＩＭカードの場合で課金開始日から１２ヶ月以内に解

約が成立した場合、契約者は音声通話機能解除手数料を支払うものとします。

音声SIM提供にともなう修正。

第2条（対応サービス） 削除 以下、旧第3条以降で、条項番号の振りなおしを実施。

第3条（品目） 「1動的IP」に関する記載を追加

第5条（IPアドレスの指定） 「1動的IP」に関する説明を追加

第7条（対応サービスの変更） 削除 第2条（対応サービス）の削除にともない削除。

第9条（解約の効力が生ずる日） 削除 一般規定の内容と重複するため削除。

第１　基本使用料　（データ通信専用ＳＩＭカード、ＳＭＳ機能付きＳＩＭカードをご

利用の場合、それぞれの利用料および通信料、通話料も含みます）

第１　基本使用料　（データ通信専用ＳＩＭカード、ＳＭＳ機能付きＳＩＭカード、音

声通話機能付きＳＩＭカードをご利用の場合、それぞれの利用料および通信料、通話料

も含みます）

１適用 法人向けに提供可能な音声オプション2種を追記 音声SIM提供にともなう修正。

２料金額 最新の内容に更新 プラン体系等整理のため。

利用規定

モバイル接続

別紙1

モバイル接続における

料金表（第7条関係）


